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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、子ども虐待予防をめざした教育・医療・保健・福祉との連携協働支
援システムモデルを提案することである。被虐待児や子ども虐待/DVの加害リスクのある高校生の実態把握と、
高校生を対象にしたセクシュアリティ教育の評価を行った。子どもの自尊感情、知識の獲得、他者理解、有能感
（自分はできるという自信）が向上する傾向が示された。一方で、‘家庭でありのままの自分を出せない子ど
も’は、教育後‘自己批判’が増すことが明らかとなり、集団教育の限界が明らかとなった。大阪府内の2つの
モデル地区で各分野の支援者が、どのようなリソースを持ち寄れるのかを検討する「チーム学校」つくりを開始
した。

研究成果の概要（英文）：This study aims to suggest system model for child abuse prevention support 
through education, medical care, health and welfare collaboration. We grasped the actual situation 
of high school students who are abused and have a risk of maltreat child/domestic violence in 
future.And we evaluated sexuality education for high school students.Children's self-esteem, 
acquisition of knowledge, understanding others, and competence(self-confidence that he can) tends to
 be increased has been shown.On the other hand, children who do not put out their own truth at home,
 self-criticism was increased. It can be said that showed weak point of group education.
In two of the model district of Osaka, supporters of each field, started the team made to consider 
whether they have what kind of resources.

研究分野：母性看護学

キーワード： 子ども虐待　要支援児童　予防　セクシュアリティ教育　多職種連携
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
子ども虐待や DV といった家庭内での暴力
は、法律の制定、行政や民間による支援体制
の整備によって、一般への認識も年々高まり、
実態が顕在化しつつある。暴力が起こってか
らの対応策もさることながら、起こさないた
めの予防策解明が急がれる。被虐待児の約
80％が小学生以下、虐待死する子どもの 72％
が 3歳児以下、そのうち 45.1％は 0歳児（社
会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例
の検証に関する専門委員会第 8 次検証報告書、
委員長 才村）であり、現在、保健・福祉を中
心に、子ども虐待援助・予防対策は乳幼児、
小学生に重点が置かれている。子ども虐待の
加害者は 10代妊娠が 27.5％、望まない/計画
しない妊娠が 19.6％あり、育児不安 31.8％、
養育能力の低さ 25.0％、衝動性 13.6％、うつ
状態 13.6％、感情の起伏が激しい 13.6％とい
った心理的問題を抱えている（第 8 次検証報
告書）。 
私たちは子ども虐待や DV の世代間伝達を
阻止すべく、妊孕力のある潜在的被虐待児の
実態の一端を明らかにした（才村・古山 
2010）。子ども虐待相談件数（厚生労働省）
のうち例年約 6％が「高校生その他」である
が、「虐待によって一時保護した親権者不同
意の子ども」を対象にした私たちの調査では
15～17 歳の思春期にある子どもは 10.3％も
おり、思春期後期の妊孕力のある被虐待児が
もっと潜在している可能性が高いことが示さ
れた。 
虐待や暴力は 100％世代間で伝達されるわ
けではないが、被虐待児や子ども虐待/DV の
加害リスクのある高校生が支援も受けないま
ま看過されると、DV の加害者・被害者、子
ども虐待の加害者になる可能性が高くなるこ
とは容易に推測できる。 
私たちは 2003 年より‘自分を大切に思う気
持ちを育て’、‘命の尊さを感じる心と行動を身
につける’ことをめざしたセクシュアリティ
教育を、年間約 3,500 名の高校生に実践して
きていた。教育が将来の子ども虐待や DV の
加害リスクをどれほど減らせているのか？そ
の効果を明らかにする必要がでてきた。高校
生、特に家庭に居場所がない被虐待児にとっ
て、学校は数少ない安全基地である。子ども
たちの日常生活に最も近くで寄り添える支援
者は、担任教諭を中心とした高等学校教諭で
ある。しかし実際の教育現場は養護教諭を中
心に一部の教諭しか性教育に関心がないのが
実状であった（古山・佐保 2012）。保健・
福祉では現在、要保護・要支援ケースの増加
で「職員の疲弊と人員確保、専門性の保持」
が大きな問題となっている。そこで教育・医
療との連携を強化することで予防援助やケー
スのリスクアセスメントを充実させ、保健・

福祉の負担軽減を図る連携協働支援システム
モデルを提案したいと考えた。 
 
２．研究の目的 
1．被虐待児や子ども虐待/DVの加害リスクの
ある高校生の実態と人権・性教育の効果を
明らかにする 

2．教育、医療、保健、福祉各分野における思
春期にある被虐待児や子ども虐待/DV 加害
リスクのある子どもに対する支援の現状と、
他分野に対する要望、連携システムに必要
な要素を明らかにする 

 
３．研究の方法 
（1）国内外の文献検討 
（2）高等学校熟練養護教諭を対象に、子ど
も虐待/DVの加害リスクのある高校生の具
体的言動について調査 
（3）セクシュアリティ教育の実践と評価 
 高校生を対象に、教育前後、1 年後、2 年
後の縦断的調査。自律性（自尊感情尺度）、
有能感（性に関する行動や態度：自己効力
感）、関係性（セルフコンパッション：自
分への思いやり尺度、他者へのコンパッシ
ョン尺度）、基本的属性（学年、性自認）、
高等学校における教育や支援のニーズ（自
由記載） 
（4）セクシュアリティ教育の実践と評価 
高等学校のセクシュアリティ教育窓口担当
教員を対象に、①性教育・人権教育実施後、
要支援児童等として、学校内個別ケース支
援検討会議や市町村の保健・福祉部門に報
告、連絡、相談する必要があると考えた生
徒数、②すでに要支援児童等として、要保
護児童対策地域協議会で把握、フォローさ
れている生徒について、新たな情報が追加
されたかどうか、③性教育・人権教育実施
後、担任教諭や養護教諭などに相談に来た
生徒数を質問紙調査 
（5）セクシュアリティ教育実践による経済波
及効果 
［目的］連携協働システムをつくるには、セ
クシュアリティ教育そのものの効果だけで
は、教育の導入を促す根拠となる資料を示
すことができないことがわかり、経済学の
視点から直接効果、他の産業部門への波及
も含んだ経済波及効果を明らかにしようと
考えた。 
［方法］2014～2016 年度の 3 年間で支出し
た物品、旅費、人件費などを大阪府が公表
している産業連関表（2011）108 部門にふ
りわけ、経済波及効果計算ツール（Excel）
に投入して新規需要、直接効果、間接効果
（一次波及効果、二次波及効果）、労働誘
発量を算出した。二次波及効果の計算には、
雇用者の消費支出を求めるため大阪市の平
均消費性向 0.741（2011）を利用した。大



阪府には国公私立合わせて257校（2016）、
日本には 3537 校（2016）の高等学校があ
る。私たちは 1年あたり約 15校の高等学校
に出張しているため、大阪府では 17.1 倍、
日本では 235.8倍に算出した。 
（6）モデル地区における教育・医療・保健・
福祉の連携協働支援システムモデルの構築 
 
４．研究成果 
（1）日本において、思春期の子ども、特に
思春期にある要支援児童等に対する生きづ
らさへの支援、ポピュレーションアプローチ
については十分とは言えないことがわかっ
た。 
（2）【結果】養護教諭の経験年数は 22.8±8.3
年、年齢は 30代前半 4名、40代前半 2名、
後半 5 名、50 代前半 3 名、後半 3 名であっ
た。録音データの平均は 60.3±5.3分であった。
身体的虐待は‘殴られた’と子どもが直接言
う以外に、体操服着用の内科検診では発見し
にくい状況があった。ネグレクトは衣服の汚
れ、体臭口臭、食物の食べ方、蝕歯や欠歯の
多さと治療勧奨への不応、会話から疑ってい
た。心理、性的虐待は判断が難しく、頻回の
保健室訪室、訪室時の視線・表情、不定愁訴
以外に食事・睡眠状況や問診票記入時の様子、
教室と保健室での在りようの違和感、教師や
友人との距離感、見える部位の自傷痕確認を
糸口に、語りを待つ環境を整え、見えない部
位の自傷痕発見、リスクの判断過程を展開し
ていた。アルバイト強要/給料搾取といった経
済的虐待、デート DVは会話等から判断して
いた。【考察】子ども虐待/DV の加害/被害
リスクの判断は、観察だけでなく、子どもが
信用し語る環境の整備、ソーシャルワークが
必要であると考える。 
（3）【結果】 
・教育後「自分のからだは好きだ」（p=.001）、
「高校生はノーセックスでデートするべき
だ」（p=.000）が増え、「好きな相手の気
持ちを優先させるのが愛情だ」（p=.007）、
「交際中、好きな相手が、自分以外の同性
と遊ぶのは良くない」（p=.004）、「私は
学校であるがままの自分を出せない」
（p=.034）が減った。 
・自尊感情、知識の獲得、他者理解、有能感
（自分はできるという自信）が向上する傾
向があった。 
・子どもにとって家庭と学校が主な居場所と
なるが、家庭であるがままの自分を出せな
い子どもは 21.8％、うち 68.1％が学校でも
あるがままの自分を出せていなかった。 
・‘家庭でありのままの自分を出せない子ども’
は、教育後‘自己批判’が増した。 
【考察】セクシュアリティ教育は、高校生の
性の自己決定能力や自他のコンパッションを
向上させることが示唆された。しかし単発の
集団教育では限界があったり、‘家庭でありの

ままの自分を出せない子ども’など特に支援
が必要な子どもにとっては、集団教育の弊害
が明らかとなった。 
（4）【結果】①学校内会議や市町村に報告・
相談する必要があると考えた生徒は 16名、②
要支援児童等の情報が「新たに増えた」1名、
「同じような情報が追加された」16 名、「変
わらなかった」5 名、③担任教諭や養護教諭
に相談に来た生徒は 2 名であった。①②③と
も 0 名とする学校も複数あった。一斉講演や
クラスごとのワークショップ形式など教育形
態による差はなかった。【考察】教育の実施が、
要支援児童等の新たな情報追加や把握に効果
があることがわかった。一方、単発の教育で
は、生徒が学校に SOSを出さない状況も明ら
かになった。学校によって、気になる生徒の
定義が未統一であったり、セクシュアリティ
の理解が不十分で、性的問題行動のある子ど
ものみの回答だと認識されたりなど、調査自
体の課題、教師の意識の温度差が及ぼす影響
も明らかになった。子どもが SOSを出しやす
い教師と教師以外の人材育成、気になる生徒
の定義の共有、教師のセクシュアリティに対
する理解を深める必要性を示した。学校内や
市町村と連携して支える必要があるのは、ど
のような状況にある子どもかを教育や保健・
福祉間で共有する必要がある。 
（5）【結果】新規需要は 31.72（大阪府）、
437.42（日本）、直接効果は 26.97（大阪府）、
371.85（日本）、経済波及効果は 40.53（一
次波及効果 33.94、二次波及効果 6.59）（大
阪府）、558.92（一次波及効果 468.06、二次
波及効果 90.85）（日本）（百万円）、労働
誘発量 4.46人（大阪府）、61.43人（日本）
であった。【考察】セクシュアリティ教育を
生産活動と捉え、生産活動の連鎖の規模を貨
幣価値で表現することができた。国や自治体
が、教育の導入を費用便宜分析（コスト・ベ
ネフィット・アナリシス）で検討する資料を
示すことができた。   
（6）大阪府南部のA市全養護教諭を対象に、
セクシュアリティ教育に関する研修会を定期
的に行っている。養護教諭中学校部会では、
市内の中学生の対人関係スキル、心身の健康
問題などの課題を明らかにし、それをもとに
中学校 3 年間の教育プログラムを開発した。
2016年4校で実践、評価研究を行った。現在、
市内全中学校で実践できるよう市の教育委員
会と連携し、バリアを抽出、対策を練ってい
る。また A市全小学校保護者 3800 名を対象
に、セクシュアリティ教育に対するニーズ調
査を行った。今後、その調査結果をもとに、
学習指導要領に基づいたプログラム案を作成
する予定である。A 市と隣接する B 市の AB
地区、C地区の 2か所で、その地区にどのよ
うなリソースをもった支援者がいるのか、顔



を合わせ、その地区に見合ったシステムを構
築することを目的とした「思春期の子どもを
支える会」を発足した。今後、アクションリ
サーチでシステム構築過程を明らかにする予
定である。 
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